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１ 問題の所在と本研究の目的

本研究はサービス・ラーニング（Service

Learning 地域への貢献活動を伴った学習、以

下 SL と称する）の米国における動向ならびに

近年の事情を概括するとともに、SL の課題の

一つとなっている地域への影響（コミュニティ

インパクト）を、送り手（大学）がどのように

捉えているかを明らかにすることを目的とす

る。

従前より学校と地域は、密接なかかわりを

もって教育に対するそれぞれの役割を果たすこ

とが求められてきた。学校には、地域と連携し

た教育プログラムの実施や学校施設の地域への

開放などが求められている。一方、地域も教育

の重要な担い手であると位置づけられるように

なり、地域の多様な資源が学校教育に提供さ

れ、地域ボランティアなど多様な形態で学校教

育との関わりが展開されている１。

こうした学校と地域との連携の重要性に呼応

するような形で、米国に出自をもつ SL が日本

でも注目を集めている。SL は地域への貢献活

動と学校での学習を架橋し、学校で学んだこと

を実際の社会で活用したり、社会のニーズを学

校の学びと連携したりする教育方法である。高

等教育においては、教育方法の質的転換を求め

るものとして、中教審答申において「サービ

ス・ラーニング科目、NPO に関する専門科目

等の開設」（２００２年）を進めることが提唱さ

れ、この頃から SL を導入し、その運営を支え

るセンターなどを常設機関として設置する大学

もみられるようになった２。２０１２年には文部科

学省から大学を地域再生の核（Center of Com-

munity）としての位置づける構想（「大学改革

実行プラン―社会の変革のエンジンとなる大学

づくり―」）が打ち出され、大学が地域の課題

を解決する取り組みを行うことで、地域へ貢献
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１ 第１５期中央教育審議会は「学校、家庭、地域社会の役割と連携の在り方」（１９９８年）は「子供たちの教育は、

単に学校だけでなく、学校・家庭・地域社会が、それぞれ適切な役割分担を果たしつつ、相互に連携して行わ

れることが重要である」との答申を示した。改正教育基本法（２００６年）では「学校、家庭及び地域住民その他

の関係者は、教育におけるそれぞれの役割と責任を自覚すると共に、相互の連携及び協力に努めるものとす

る」（第１３条）が新たに新設された。

２ 中央教育審議会答申「青少年の奉仕活動・体験活動の推進方策等について」（２００２年）
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したり、学生の学修意欲を向上させたりする機

能をもつことが期待されている。ここにおいて

も SL の経験や方法が参照されるものと考えら

れる。

こうした SL は、貢献（＝サービス）を通し

て学習を成立させるものであり、それが持続的

に展開され、かつ教育効果を生むためには、学

校と地域との互恵関係（学生の学びと地域の受

益）の構築が鍵となる。学校が企図する貢献的

な活動が今後さらに拡がることが想定される現

下の状況において、受け入れ先へのインパクト

－生徒や学生の活動によって何を得たのかとい

うサービスの影響－に着目していくことは、学

生の学習成果＝ラーニングアウトカムとともに

重要になるものと考えられる３。

そこで、本研究では上記の問題関心に立脚

し、近年の SL の概要と動向を整理するととも

に、受け入れ先となってきた地域の諸機関等に

対して、送り手の学校側が１．地域に与えた影

響を調査・評価すること（以下インパクト調査

とする）の意義についてどのように捉えている

のか、２．これまでどのようなことを行ってき

たのか、３．今後はどのようにあるべきと考え

ているのかをリサーチクエスチョンズとして設

定し、調査を行った。

調査では SL を先行的かつ組織的に行ってい

る国内の６つの大学を対象として取り上げると

ともに、米国の高等教育における SL の代表的

な実践ならびに学術拠点の一つとして位置づけ

られているインディアナ・パーデュ大学（IU-

PUI）の サ ー ビ ス＆ラ ー ニ ン グ セ ン タ ー

（CSL）への調査も行い、先行経験をもつ米国

ではどのような状況にあるのかを明らかにし、

今後の SL やそれに類する活動におけるインパ

クト調査のあり方や地域との互恵関係にかかわ

る知見を析出することとした。

２ サービス・ラーニングの動向と概要

２－１ コミュニティサービスからサービス・

ラーニング（SL）へ

米国においては、SL が初等学校から大学院

までの幅広い学校教育に取り入られている。米

国ではボランティア活動が伝統的に重視されて

おり、それは「ピルグリムの時代から大切にさ

れてきた伝統精神であり、その活動は教会や

ボーイ・ガールスカウトなどによって担われて

きた」ものとされる４。

１９８０年代にはそれらを学校教育に導入し、単

位化しようとする動きがみられるようになる。

カーネギー教育振興財団が組織した「全米公立

問題研究会」の報告書「ハイスクール新生１２の

鍵」（１９８４年）は、その５番目の鍵として学問

的なプログラムの他に１年間３０時間以上の奉仕

活動を完了すべきであるとする勧告を行っ

た５。奉仕活動導入の目的は「自分が責任をも

つ、より大きなコミュニティの構成員であるこ

とを生徒自身が理解していくこと」とされ、そ

の背景として青少年の社会性の欠如やコミュニ

ティに対するアイデンティティ希薄化などを示

す事例が様々な形で示されている６。

高等教育にも同時期に貢献的な活動を取り入

れようとする動きがあった。１９７１年に全米学生

ボランティアプログラムが設立され、１９７９年に

３ 米国においてもコミュニティインパクトの重要性に着目することが、研究者、実践者の間でサービス・ラーニ

ングの重要課題として取り上げられている。例えば“One of weakest areas of service-learning/community en-

gagement is impact on community” Cruz, N. L., and Giles, D. E. (2000). Where’s the community in service-learn-

ing research? Michigan Journal of Community Service Learning , 7, pp.28-34. など。

４ Social Science Education Consortium (Ed.) (1996). Service Learning in the Middle School Curriculum A re-
source book , pp. 7-10.

５ アーネスト・L・ボイヤー『アメリカの教育改革』（天城勲・中島章夫監訳）メディアファクトリー、１９８４年、

２３０－２４３頁。

６ アーネスト・L・ボイヤー、上掲書、２４０頁。

６



全国 SL センターが組織された。１９８５年には

サービス活動導入を推進するために、東部の大

学の学長が中心になってキャンパスコンパクト

といわれる大学連合がつくられ、これが母体と

なって大学教育に地域への奉仕活動や国際平和

などに貢献するプログラムが取り入れられるよ

うになった７。

１９９０年代になるとこうした取り組みがコミュ

ニティサービスとして学校教育に幅広く取り入

れられるようになる。その契機は１９９３年の合衆

国法“The National and Community Service

Trust Act”の成立である８。この法律は、幼稚

園から大学までの学校教育において、生徒・学

生のコミュニティサービスへの参加を促進する

ことを目的とし、その基盤として“Corporation

for National and Community Service”

（CNCS）という公的な振興機関を設立させる

ものであった。こうした公的な支援体制の確立

に呼応して、民間企業の中にも私的な基金を設

立するところも現れ、コミュニティサービスは

多方面から支援されるようになった。コミュニ

ティサービスは、これまでボランティア活動と

してアメリカ社会において行われてきた社会参

加ないしは奉仕活動を、学校の教育活動の一環

として位置づけ、単位として認定するというも

のである。この意味ではコミュニティサービス

における活動の実態はこれまでのボランティア

活動と大きな相違はなく、コミュニティサービ

スの意義はボランティア活動を学校教育の一環

として取り込むことにあったともいえる。

９０年代半ばになると SL の有意性が改めて着

目され、その理論化が図られ、それに基づいた

方法が提唱されるようになる。「Standards of

Quarity for School-Based and Community-

Based Service-Learning」は、「コミュニティ

サービスは、若者にとっての力強い経験とな

る。しかし、コミュニティサービスはサービス

活動と学習の間に意図的明示的な関連が形成さ

れた場合にのみ SL と成りうる。サービスの体

験の上に熟慮された準備と振り返りの機会がな

ければならない」として両者の相違に言及して

いる９。高等教育の SL のモデルでは、学術的な

研究成果の地域社会への還元を目的としたり、

学術的な調査研究を含んだりするなど高等教育

固有の取り組みが重視されるようになった１０。

２－２ サービス・ラーニングの特徴

SL の定義は多様であるが、米国において多

くの論文で参照されるコンラッドとヘディン

（Conrad, Dan and Hedin, Diane，１９９１）によ

れば、SL は教育が本質的に目指す社会的責任

や民主社会における市民性の涵養を具現化する

ものであるとする。また、指導法としては、地

域での貢献活動とアカデミックなカリキュラム

を融合したものであり、それは地域のニーズに

応えつつ学生の学びを構築するものであるとす

る１１。

SL の背景には、「学ぶ」ことや「身につくこ

と」が実社会での貢献的・実用的な経験によっ

て構築されるという理念があり、教育理論とし

ては、個人と社会・地域とが身近に深く関わる

ことで知的・人格的発達が可能になるという

７ The National Service-Learning Clearinghouse “Historical Timeline” ［http : //www.servicelearning.org/what_

is_service-learning/history］（２０１３年１月１日最終閲覧）

８ コミュニティサービスから SL への動向については宮崎猛「アメリカにおける『サービスラーニング』の動向

と意義」『日本社会科教育学会 社会科教育研究』第８０号、１９９８年、３３－３９頁を参照されたい。

９ Alliance for Service-Learning in Education Reform (March 1995). STANDARDS of QUALITY for School−
Based and Community-Based Service-Learning , Close Up Foundation

１０ Jim Kielsmeier, Marybeth Neal, Nathan Schultz, Thomas J. Leeper (Ed.) (2008), Growing to Greatness 2008 ,

The State Farm Companies Foundation. ここには全米の SL の普及実態や教育効果について、統計的な調査

資料をもとに報告されている。

１１ Conrad, Dan, and Diane Hedin. (1991). School Based Community Service : What We Know from Research and

Theory. PHI DELTA KAPPAN 72, EJ 426971, pp. 743-749.
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デューイ（Dewey, John）らの経験主義に基づ

く学習論がある。ヴィゴツキーによる発達の最

近接領域やレイブとウェンガーの正統的周辺参

加論（状況的学習論）などからの理論化も行わ

れている１２。

また、ネオデューイアンの一人といわれるコ

－ブ（Kolb, David A.）による省察の経験学習

モデルが方法上の理論としてしばしば取り上げ

られ、反省的思考が体験の学習化への鍵となっ

ている１３。コーブによれば学習は動的なプロセ

スであり、「経験」→「省察」→「概念化」→

「試行」という４つのフェーズを不断の検証を

伴いながら連続していくものとされる１４。具体

的な経験を分析的な振り返りによって概念化

（意味の考察や今後の見通しの言語化）し、そ

れを活用して次の経験を重ねるというサイクル

をスパイラルに繰り返し発展させていくという

理論である。振り返りは、一般には話し合いや

討論、レポート作成、地元新聞へのエッセイ投

稿、成果発表会などによって行われている１５。

２－３ サービス・ラーニングの類型

近年の SL の動向や成果については、Na-

tional Youth leadership Council（NYLC）が年

次報告として公表している“Growing to Great-

ness”に詳しい１６。２００８年度の報告書では質の

高い SL の実践には１．意味のあるサービス活

動、２．カリキュラムとの連携、３．振り返

り、４．多様性、５．若者の声の反映、６．参

加者間の互恵性、７．活動経過の観察（モニタ

リング）、８．持続と集中の各要素が重要であ

るとしている。同報告書によると近年の SL に

関する学術論文（博士論文）は、対象を高等教

育とするものが６５％を占め、小学校～高等学校

が２７％、コミュニティが６％とされ、SL の展

開や研究対象は主に高等教育機関となってい

る１７。

高等教育の実践の類型としては、下記のよう

に分類することができる１８。

純粋型：学生の研究課題や関心に基づい

て、学生自身によって行われる貢献活動

学科ベース型：カリキュラムの一環とし

て、地域での貢献活動ならびにその振り返

りを実施

課題解決型：地域の課題やニーズをもとに

した貢献活動を行う過程で既習事項を活用

総括型：最終学年にこれまで学んだことを

実社会で総合的に実践

インターンシップ型：体験を理論的に振り

返る機会をもったインターンシップ

参画調査型：研究方法を学び、住民の立場

に基づいた調査を行い、改善を提案する取

り組み

（Campus Compact の記述をもとに筆者まと

め）

SL をその目的とするところから考察したの

がウェステマーとカーン（Westheimer, Joel

and Kahne, Joseph，１９９４）である１９。二人は民

１２ Dwight E. Gilis, Jr., and Janet Eyler. (1994). Theoretical Root of Service-Learning in John Dewey Towadr a The-

ory of Service-Learning. The Michigan Journal of Community Service Learning ., 1(1), pp. 77-75
１３ Dwight E. Gilis, Jr., and Janet Eyler, Ibid., p 78．

１４ David A. Kolb. (1984). Experiential Learning : Experience as the Source of Learning and Development . Engle-

wood Cliffs, New Jersey : Prentice-Hall., pp 25-42.

１５ Service Learning in the Middle School Curriculum A resource book (1996) ,Ibid., pp. 34-35.

１６ Jim Kielsmeier, Marybeth Neal, Nathan Schultz, Thomas J. Leeper (Ed.) , Growing to Greatness 2008 (2008).

Ibid., pp. 9-11.

１７ Jim Kielsmeier, Marybeth Neal, Nathan Schultz, Thomas J. Leeper (Ed.) , Growing to Greatness 2008 (2008).

Ibid., p. 30

１８ ［http : //www.compact.org/initiatives/syllabi/syllabi-introduction-page-3/?zoom_highlight=six］（２０１３年１

月１日最終閲覧）
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主主義教育や市民性育成の観点から SL がもつ

課題について問題提起を行ってきたが、SL に

は、「慈善」（charity）を目的としたものと「変

革」（change）を目的としたものがあるとし

て、両者の相違に検討を加えている。彼らによ

れば、「慈善」は責任ある市民の育成を目的と

するもので、その活動は“施し（giving）”と

いうことができるものであり、サービス重視の

SL ということができる。「変革」はより深い関

係性を模索し、他者をその立場から理解し、改

善を目指していくような取り組みをいう。

その後のウェステマーらの研究（２００４）で

は、教育における「善き市民」（Good Citizen）

の概念を明らかにしている２０。彼らは「個人と

して責任ある市民」「参加する市民」「公正を志

向する市民」の三つの市民のタイプを示し、二

年間の民主主義促進に関する教育プログラムの

調査研究を通して、「善き市民とは何か」「善き

市民は何をすべきか」について検討を行った。

ウェステマーらによる「個人として責任ある

市民」とは、市民としての責任や遵法精神等を

重視するもので、その代表的な活動として「食

料配給機関で配膳の手伝いをする」を取り上げ

る。ここでの活動は既存のプログラムの枠組み

の中で、そのプログラムの実践者として活動を

行うものである。

「参加する市民」は、「既存のシステムやコ

ミュニティの構造の中で活動的に参加し、先導

的な役割を担う」ものであり、その活動として

「食料配給機関を組織化するための手伝いをす

る」を挙げている。ここでは与えられたプログ

ラムや組織の枠内の活動に留まらず、そのプロ

グラムそのものを見直したり、再構築したりす

る活動を含んでいるものである。

「公正を志向する市民」のプログラムは、「不

正義が経時的に再生産されていると考えられる

とき、市民は疑問をもち、議論を行い、既存の

システムや構造を変革していく」ものとされ、

事例として「飢えを生じる要因を究明したり、

根本的な原因を解決したりするために行動す

る」が挙げられている。ここでは社会にある不

正義を公正の観点から問い直し、そのための行

動を起こすことができる市民を指している。

ウェステマーらによれば、SL などの市民教

育は「個人として責任ある市民」を強調したも

のが多いと指摘する。「個人として責任ある市

民」の育成を強調した SL はコミュニティサー

ビスに近いものであり、奉仕や慈善を志向した

SL であるということができる。「参加する市

民」「公正を志向する市民」はより積極的に参

画しようとする能動的な市民であり、自立した

市民像が前提となっている。特に後者の「公正

を志向する市民」は社会の諸問題を根本的要因

から変革しようとする立場をとるのである。

３ SLの課題と本研究の位置づけ

３－１ SLの課題

SL の学習効果として、これまで様々な実践

とそれへの研究が行われてきた。高等教育にお

いては、１．市民的スキルの獲得、２．専門性

の向上、３．学習の動機獲得、４．進路選択の

機会獲得等が挙げられている２１。

一方課題についてはどうであろうか。今後の

日本の展開においても重要になると考えられる

SL の課題や論点について、本研究では上述の

１９ Westheimer.Joel and Kahne. Joseph. (1994). What Kind of Citizen? The Politics of Educating for Democracy.

American Educational Research Association , 41(2), pp. 237-269.「慈善」「変革」ならびに「善き市民」に関す

る論考については、宮崎猛「社会奉仕体験活動の展開への示唆 －米国サービス・ラーニングをめぐる議論に

着目して－」創価大学教育学会、第２０号、２０１１年、１－２０頁を参照されたい。

２０ Westheimer. Joel and Kahne. Joseph. (2004). WHAT KIND OF CITIZEN? THE POLITICS OF EDUCATING

FOR DEMOCRACY. American Educational Research Journal , 41(2), pp. 241-247.
２１ Jim Kielsmeier, Marybeth Neal, Nathan Schultz, Thomas J. Leeper (Ed.), Growing to Greatness 2008 (2008).

Ibid., p 20
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議論やこれまでの筆者の論考を踏まえ以下の４

つに整理した。

活動か学習か

SL はボランティアやそれを単位化したコ

ミュニティサービスとは異なるものであるとさ

れているが、実践段階では SL と称しながらコ

ミュニティサービスに留まっているケースも少

なくない２２。そこでは有機的な振り返りの機会

を取り入れるなど、学習としての構造を必要と

する。コーブやデューイが言うような高い質を

もった経験が構築されるためには、活動の途上

の状況を見極めつつ、経験の選択ときめ細やか

な振り返りが行われることが求められる。担当

教員が学習化することの重要性を理解すること

や多忙な教育現場への支援態勢が必要となる

が、それらを欠いた状況では学習化の実体化は

難しい。一方で、目標や評価の厳密化や規格化

は、学生の活動それ自体の学びの高まりへの阻

害要因として捉えられている状況もみられ

る２３。

慈善の心か変革の力量か

SL は前述したようにその目的において慈善

の心を志向するものと変革の力量を目指すもの

に分類することができる。前者は社会の一員と

しての義務や責任の涵養を目指すとともに、活

動した当事者は人や社会に役立つ喜びを感得す

ることができる。後者は既存社会への建設的な

批判を通して、社会的に意義のある新たな価値

を生み出そうとする＝イノベーションの担い手

を育て、当事者は自己有能感や効力感などを身

につけることができる。

一方で課題としては、慈善の心に偏った SL

では、権力に無批判に迎合する若者を育成する

可能性があり、変革の力量に偏ると無責任で権

利だけを主張する若者を育成する可能性があ

る２４。教育としての意図と目的をもちつつも、

学生の自発性をどのように担保するのかという

問題にも関連するところである。

貢献か学習か

SL は貢献にかかわる活動を通して学習を構

築しようとしていくものである。それは貢献と

学習のバランスの問題でもあり、インターン

シップ、教育実習、学校ボランティアなどと SL

の異同を明らかにすることでもある。米国にお

いてもしばしば議論されるところであり、

ファーコ（Furco, Andrew，１９９６）などによっ

てそれらの違いが説明されている２５。ファーコ

によれば、インターンシップなどは、提供者

（学生）の学びにより焦点化されており、ボラ

ンティアなどは受益者（コミュニティや学校）

への貢献により焦点化されているものというこ

とができる。SL はサービスとラーニング、受

け入れ側の利益と学生の受益のバランスがとれ

たものでなければならないとされる。

人材活用が前提か教育効果の要請か

サービスかラーニングかは別の見方をすれ

ば、人材活用の要請を前提とするか教育の要請

を前提とするかという問題でもある。前者の例

としてドイツにおいて２０１１年に兵役代替役務の

制度に替わってつくられた連邦ボランティア制

２２ 例えば、ミシガン州立大学エクステンションセンターのホームページには“What is the difference between

community service and service learning?”として SL とコミュニティサービスがしばしば混同されるものの、

異なったものであることが説明されている。［http : //msue.anr.msu.edu/news/what_is_the_difference_be-

tween_community_service_and_service_learning］（２０１３年１月１日最終閲覧）

２３ 例えば、K－１２の SL 関係者が加入しているメーリングリスト（The Service-Learning Listserv K12-SL）では、

２０１０年の７月に“Let’s Talk about the CNCS Strategic Plan”のスレッドが立てられ、「CNCS の新しい戦略プ

ランは、SL の複雑さと繊細さを捉えることに失敗している」などとして、意図しない学びの重要性やそれを

担保する柔軟性についての議論が行われている。

２４ 宮崎猛、前掲論文「社会奉仕体験活動の展開への示唆 ―米国サービス・ラーニングをめぐる議論に着目して

―」１４頁。

２５ Andrew Furco. (1996). Service Learning : A Balanced Approach to Experiential Education. Expanding
Boundaries : Service and Learning . Corporation for National Service, pp 2-6.
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度が挙げられよう２６。ドイツでは長年兵役代替

役務において多くの若者がドイツの福祉政策の

重要な役割を担ってきた。同年の徴兵制ならび

に兵役代替役務の停止とともに、それにかわる

施策が必要になり、連邦ボランティア制度が導

入されることになった。

米国においても前述の法律 The National and

Community Service Trust Act が制定した際に

は、コミュニティサービスは本来政府が担うべ

き福祉サービスを肩代わりさせようとするもの

であるとの批判を招いた。また、わが国におい

ても奉仕活動導入を提唱・推進した曾野綾子

は、奉仕によるつらさや不自由さの体験が精神

的な鍛錬となり、生き方を考察する内省の機会

になると主張するとともに、福祉分野における

人手不足を充当するものとしての社会的効用に

ついても言及している２７。

現実の社会に役立つことを前提としつつ、人

材活用の論理＝政治の論理に安易に取り込まれ

ることなく、教育の立場をどのように堅持して

いくかが課題である。

３－２ コミュニティインパクトを捉えること

の重要性

上述の課題は、いずれも SL が貢献と学習の

微妙なバランスの上に成り立つ教育方法である

ことから生じているものであり、そこでは現実

社会と学校教育をリンクさせることの難しさが

表出しているものともいえる。

SL は学校が主体となって行われる教育活動

である場合、学習が基軸となり、それを欠いて

成立させることはできないが、貢献については

それが「体験」のレベルであっても受容される

という側面がある。実際に初等・中等教育にお

いては、地域や受け入れ先の奉仕や協力によっ

て貢献の「体験」が行われているという事例も

少なくない。例えば、高齢者施設で「体調がよ

くないが、せっかく高校生が来ているから出て

あげないと」といったものである２８。

SL はその定義に忠実に従えば、「意味のある

サービス」や「互恵性」が要件となっており、

その本質は現実の社会に実際に役立つ貢献を通

して学びを成立させる教育方法である。とりわ

けそのような立場は高等教育において重要であ

る。今後、SL の本質に根ざした活動が展開さ

れ、また互恵性に基づき継続的な関係を構築し

ていくためには、学校が貢献をどのように捉

え、どのように評価し、それを教育にどのよう

に環流するかが重要になってくるものと想定さ

れる。そこで本研究では前述したように、大学

側が、１．地域に与えた影響を評価・調査する

ことの意義についてどのようにとらえているの

か、２．これまでどのようなことを行ってきた

のか、３．今後はどのようにあるべきと考えて

いるのかの三つをリサーチクエスチョンズとし

て設定し、調査・分析することとした。

４ 国内教育機関の実態調査

４－１ 調査対象大学とその SLの特徴

調査対象とした大学のうち５大学（国際基督

教大学、立命館大学、関西国際大学、千葉商科

大学、早稲田大学）は全学を対象とした取り組

みとして、桐蔭横浜大学は学部（スポーツ健康

政策学部）として、組織的に SL を展開してい

る（以下記述は調査日のデータに基づく）２９。

２６ 諸外国におけるボランティア活動に関する調査実行委員会（２００９年）「諸外国におけるボランティア活動に関

する調査報告書」平成１９年３月文科省、１３２－１７２頁。

渡辺 富久子「ドイツ 徴兵制を停止」国の立法、月刊版：立法情報・翻訳・解説／国立国会図書館調査及び

立法考査局 編２４８－１、国立国会図書、２０１１年

２７ 朝日新聞「三者三論」２００６年１２月６日付朝刊、『教育の論点』文藝春秋社，２００１年，１０４－１５７頁。

２８ 前掲、朝日新聞「三者三論」２００６年１２月６日付朝刊、『教育の論点』２００１年，１０４－１５７頁。

２９ 調査日は以下のようである。肩書きはすべて当時。

立命館大学 ２０１０年６月１８日 衣笠キャンパス サービス・ラーンニング・センター（ボランティアセンター
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そして、SL を企画・運営するための SL セン

ターやボランティアセンターなどの常設機関を

設置しており、専任スタッフを配置している。

全学的に取り組んでいる背景や理由には、それ

ぞれの大学がもつミッションが SL の理念と方

法によって具現化できることが挙げられてい

る。各大学の SL の実施形態は大学の規模や実

施規模、重点の相違などによって異なってい

る。６つの大学共に GP 等の公的な競争的資金

を SL の導入・実施において獲得しており、そ

の効果、意義、課題等を学術的な側面からも検

証している。

国際基督教大学においては、「国際的社会人

としての教養をもって神と人とに奉仕する有意

の人材を養成」するという建学の目的や使命

が、他者への貢献を理念や方法に据える SL と

合致するものであり、同時に SL の活動の海外

への展開を視野に入れることによって国際性へ

の使命を具体化する教育方法の一つとして位置

づけられた。国際基督教大学では選択での実施

となっており、大学自体が比較的小規模である

ことと能動的な学生が集うという特徴を背景と

して、個人を単位として学生が自ら活動場所を

開拓し、それを大学が支援するという方法がと

られている。

立命館大学では、関西地域における私学伝統

校として「知的・人的資源を地域に提供する」

というミッションを掲げており３０、SL はその具

現に有効な方法と捉えられた。立命館大学では

体系化されたプログラムを SL センターが学生

に提供する形となっている。

関西国際大学は、地域における生涯教育など

に従前より力を入れており、地域との関係強化

を重視していた。高等教育のユニバーサル化に

おける学びの質的変化への対応の要請もあり、

SL の方法はそうした大学の方向と合致したと

のことである。関西国際大学では初年次教育と

して悉皆で実施されている。

桐蔭横浜大学は、スポーツ健康政策学部立ち

上げの際、スポーツや身体の力を使って社会に

貢献できる学生の育成を目標として掲げ、その

ための教育方法として SL を取り入れた。大学

が実習先を厳選し、どのような活動を行うかは

学生が策定することを原則としている。

千葉商科大学は、実学を理念とした大学であ

り、SL に類似した実践が伝統的に行われてき

た。平成１６年度に GP に採択された際、問題解

決型の人材の育成を目指す特別講義を政策情報

学部に設置した。特別講義とは、地域社会から

５つの課題を抽出し、その解決や改善のための

長・荒木穂積氏、共通教育推進機構講師・中根智子氏、共通教育推進機構サービス・ラーンニング・セン

ター障害学生支援室・奈良英久氏、ボランティアセンター主事・井上泰夫氏）

国際基督教大学 ２０１０年６月２９日 サービス・ラーンニング・センター（センター長・本郷好和氏、同職員・

黒沼敦子氏）

関西国際大学 ２０１０年１１月１８日 尼崎キャンパス サービスラーニング室（助教・山田一隆氏、大塚郁子氏）

桐蔭横浜大学 ２０１２年１０月１２日 サービスラーニングラボ（スポーツ健康政策学部教授・岡本真佐子氏、SL

プログラムディレクター・木下直子氏）

千葉商科大学 ２０１２年１１月３日 本館（政策情報学部教授・瀧上信光氏、千葉商科大学大学院政策情報学研究

科・繁野春樹氏）

早稲田大学 ２０１２年１１月３０日 平山郁夫記念ボランティアセンター（事務長・外川隆氏、助教・岩井雪乃氏、

専任職員・鈴木護氏）

３０ 現在は、立命館大学サービスラーニングセンターは以下のようなミッションを掲げている。

１．サービスラーニングの普及により、学生のシチズンシップ（ボランティアマインド等）を涵養する。

２．サービスラーニングに関わる調査、研究を行い、参加型学習プログラムを開発・運営する。

３．ボランティアなどの社会貢献・連携活動の情報を収集、編集、提供するとともに、相談、調整を行い、課

外活動を支援する。

４．社会貢献・連携活動に関わる地域・市民・団体・機関とのネットワークを構築する。

５．学生と地域・市民・団体・機関との交流窓口として、両者に必要な活動や資源をコーディネートする。

［http : //www.ritsumei.ac.jp/slc/introduce/mission.html/］（２０１３年１月２３日最終閲覧）
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活動に学生が参加するというものである。特別

講義終了後は、授業科目ではなく学生のボラン

ティア活動として継続されている。

早稲田大学では、WAVOC（早稲田大学平

山郁夫記念ボランティアセンター）を中心に展

開されている。WAVOC は早稲田大学建学の

精神（教旨）に基づき、大学として社会に貢献

し、国際社会に貢献できる人材を輩出すべく、

設立当時（２００２年）の総長のイニシアティブに

より設立された機関である。SL はその使命を

果たすための核となる事業となっている。WA-

VOC が提供するオープン科目と、学生が提案

して WAVOC が公認するプロジェクトとがあ

り、それらを通して国内外での社会貢献活動を

展開している。

各校の SLの概要（記述はすべて調査時）

カリキュラムの概要 ラーニングの評価の方法 受け入れ先との連携の現状

国
際
基
督
教
大
学

座学と実習コースの計７コースが

ある。実習コースには国際 SL と

コミュニティ SL があり、それぞ

れ３０日以上のサービス活動を行

う。選択式。

学生がアドバイザーとなる教員を

選び、プレゼン、レポート、現場

からの評価等をベースにその教員

が成績評価。

活動先は個々の学生が探してくる

のが原則。定期的に学生が活動し

ている受け入れ先もある。

立
命
館
大
学

学びの段階と現場への関わり方の

深さに応じた体系的なプログラム

をセンターが提供。選択式。

授業参加及び活動時間、ジャーナ

ル（日誌・様式指定あり）、最終

レポートで評価。

アンケートを年１回、学内で受け

入れ先団体との意見交換をする協

議会を年１～２回実施。担当者と

受け入れ先で次年度どうするかを

話し合う機会が総括の場になって

いる。

関
西
国
際
大
学

１年生の春学期に必修。臨床心理

士や社会福祉士、教員、保育士な

どの国家資格を取るためのコース

の必須科目には、SL が配置され

ている。

共通のルーブリックを使用して、

レポートで評価。

地域のニーズを手伝うという姿勢

で連携。受け入れ先を大学に招

き、情報交換会を実施してきた。

学生の学びのフィードバックや受

け入れ先同士の連携のきっかけに

なった。

桐
蔭
横
浜
大
学

社会貢献論（座学）と SL 実習が

ある。選択式だが、履修する場合

は社会貢献論、SL 実習の順番で

両方の科目の履修が必須。

実習後、担当の教員との１対１の

面接によるレポート指導によって

実施。

実習先との運営会議で方針のすり

合わせを行い、年度末の反省会議

で１年間のふり返りを行う。学生

の育成に資する実習先を厳選。コ

ンセプトの共有により、実習先も

教育する側としての意識をもつ。

千
葉
商
科
大
学

平成１６年度に採択された GP の中

核となった５つの特別講義のうち

の１つとして実施。選択式。２０１０

年度からは授業ではなくボラン

ティアに移行。

参加状況やレポートの内容によ

り、積極性や活動への貢献度、

リーダーシップ等総合的に評価。

商店街の１店舗を借りて宅配ビジ

ネスを行っているため、商店街の

各種会合に参加している。

早
稲
田
大
学

オープン科目とプロジェクトがあ

り、それぞれさまざまな活動行わ

れている。選択式。プロジェクト

は課外活動となり、WAVOC が

主催するものと、学生が提案し、

WAVOC が公認するものとがあ

る。

プロジェクトについては、事前・

実施中・事後の各段階でリフレク

ションを行う。教員と学生の１対

１、受け入れ先関係者と学生、学

生同士といった形態がある。オー

プン科目については、科目ごとの

評価基準に従う。

担当教職員が受け入れ先にヒアリ

ングをする。２週間に１度、教職

員が集まって情報を共有する。
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４－２ インパクト調査に関する調査内容

１）国際基督教大学

事前指導において社会貢献することの重要性

とその方法について十分に学ぶ機会が設けられ

ており、これまで学生の貢献が不十分であった

等の苦情は一度も聞いたことがない。こうした

ことから受け入れ先に対して学生が役立つこと

よりも、受け入れ先が学生の学びに役に立つも

のかどうかの方に気を遣っている。

学生の地域社会への貢献について、調査はで

きていないが、それが実現していることは、受

け入れ先と大学の双方で共通した認識になって

いる。例えば、地域の市役所で継続して行われ

ている活動先では、「いくつか来る大学の中

で、国際基督教大学生は戦力になるので歓迎し

たい」という声を聞いている。

２）立命館大学

学生の学びに供する活動内容と受け入れ先の

ニーズに資するプログラムの開発を目指してい

るものの、その両立は容易ではない。具体的に

は地域からは労働力や人的資源の提供を求めら

れることが多々ある一方で、学生のラーニング

の立場からは、学問的な学びに連関する経験が

重要であり３１、双方のニーズを両立させること

の難しさがある。また高等教育機関としての大

学に高度で専門的な内容を求められることもあ

り、学術的には意味があるものの学生だけでは

対応が困難なケースもある。バランスのとれた

活動や共に価値を生み出す活動を組織する必要

がある。

インパクト調査については、その必要性は感

じているものの現実には難しい側面がある３２。

学生の活動は単年度単位であり、いわゆる「地

域が変わった」「地域の課題が改善・解決し

た」などの評価は一定年限の特定の学生だけの

活動だけでは捉えることが困難だからである。

また、長期的な影響に関する調査を実施した場

合には、その客観性を担保することや実施のた

めの労力と専門性などから第三者が評価するこ

とが望まれる。

３）関西国際大学

悉皆で SL のプログラムを実施しており３３、

地元地域との関係を重視する立場から、地域と

の互恵関係の構築は重要な課題であると認識し

ている。とりわけ、プログラム施行からすでに

５年を越えており、連携の質的向上のために地

域にどのような影響をもたらしたか、受け入れ

たことに意味を感じているかについての情報を

得る必要がある。その理由として「単位の終わ

りが縁の切れ目ではなく、授業が終わった後も

学生と地域が繋がっていくきっかけになる」こ

とが重要であり、そのためには地域が何を考え

ているのかを的確に捉える必要がある。

一方で学生の活動は「手伝わせていただく」

という段階であり、そこに「インパクト」を前

提とした調査を行うことは難しいのではないか

と認識している。インパクト調査は実施してい

ないものの、地域との互恵関係をよりよいもの

にし、地域に貢献するために様々な手立てを

行っている。例えばそれはプログラムへの評価

や情報交換会の開催である。プログラム評価

は、十分な打ち合わせが行われていたかどう

か、学生の活動が期待に応えるものであったか

などについて問うものである。情報交換会で

は、受け入れの担当者を招き、率直な見解等に

ついてカジュアルな雰囲気の中で情報交換しよ

うと心がけている。この会では受け入れ側から

自分たちが受け入れたことで、学生達がどのよ

３１ 現在は、シチズンシップの涵養や地域への貢献という点が重視されている。

３２ 受入先からも報告会でその年の活動が具体的な課題解決に繋がったという評価もあり、学生の感想の中でも社

会的課題の改善に貢献できたというものもあることから、必ずしも単年度でないとインパクト評価ができない

というわけでないというコメントもあった。（２０１３年１月２０日 立命館大学サービスラーニングセンター教

員・川中大輔氏）

３３ 関西国際大学は２０１２年度に大幅なカリキュラム改革を行っている。２０１１年度以前は、学科の「専門科目」の「基

礎科目」に位置付けられていたが、２０１２年度以降、「共通教育科目」に位置付けられている。
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うに学んだかを知りたいとの声が届けられ、学

生の学びのフィードバックを丁寧に行うように

なった。また、情報交換会の場の提供が地域の

関係づくりのきっかけになったという評価も

あった３４。

４）桐蔭横浜大学

スポーツ健康政策学部において、スポーツや

身体の力を使って社会に貢献できる学生を育成

するために SL 実習を設定した。学部のコンセ

プトに合致する実習先を教職員が厳選してい

る。実習先は単なる送り先ではなく、大学では

できない教育を担うカウンターパートととら

え、なぜ SL 実習を行っているのか、何を目指

しているのかということを大学と実習先がすべ

て共有している。実習前に受け入れ先運営会議

で教育方針や受け入れ方針のすり合わせを行

い、年度末の会議で１年間の反省を行ってい

る。受け入れ先からは率直な意見や建設的な提

案を聴くことができている。

インパクト調査はまだ行っていないが、学生

にフィードバックするためにも必要であると考

えている。実習中の視察や会議での意見から、

学生の活動は好意的にとらえられており、実習

先も学生の教育に携われることを喜びとしてい

る様子を窺うことができる。

５）千葉商科大学

大学には現実社会の問題について大学の知を

活用して解決を図り、社会貢献しなければなら

ないという理念があり、地域と連携した活動が

多様に展開されてきた。例えば地元商店街の歴

史を調査し、ホームページを立ち上げて調査結

果や商店街の逸品をアピールする仕組みを構築

するなど商店街の人々とのつながりや信頼関係

を築いてきた。地域の側から大学に地域の活性

化についての協力依頼もある。

社会調査法という授業で学生と地域住民に対

して行ったアンケート調査をもとにして「ボラ

ンティア型宅配ビジネス」が考案され、平成１６

年度に採択された現代 GP の中核となった特別

講義の一つとして実施された。インパクト調査

は特に行っていないが、GP の評価として商店

街の会長から高い評価を受けている。また、商

店街からも学生に貢献しようという趣旨で、千

葉商科大学生に対する割引制度を始めてくれた

ことから、学生の活動に対する評価が窺えるも

のと捉えている。

６）早稲田大学（WAVOC）

受け入れ先に対して、学生の活動の効果につ

いて、担当教職員がヒアリングを行っている。

インパクト調査は制度としては行っていない

が、必要性はあると考えている。

学生が地域に対してできることは、若い学生

が来てくれて地域が活気づくとか、地域の子ど

もが学生と触れ合って喜んでいるのを見て大人

が喜ぶなど、数字に表しにくいものが多い。ま

た、受け入れ先にインタビューをする場合、同

じ人が何度も同じようなことを聞かれるなど、

相手に負担をかけることもある。受け入れ先に

学生の評価を依頼する場合、あまり悪い評価を

書くことはなく、できるだけ良いことを書くこ

とが多いため、本音を聞き出せているのかどう

か疑問であることもある。また受け入れ先のど

のような層（担当者か責任者か、直接の受益者

か）に尋ねるかによって評価が変わってくると

も考えられる。インパクト調査について客観

的・定量的に図ろうと試みたことがあったが、

こうした理由から困難であるという結論になっ

た。

４－３ インパクト調査に関する考察

６つの大学ともに地域や社会（国際社会を含

む）のニーズを捉え、社会に貢献する活動を展

開することの重要性に言及している。また、学

生が座学あるいは事前指導等でそれらについて

理論的に学び、実習によって理論を実践すると

いう仕組みが見られた。

３４ 現在はこの情報交換会は行われていないとのことであった（２０１２年１２月）
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学生の学びを担保するための活動の振り返り

については様々な工夫が行われている。それら

は主にレポートによって行われるが、レポート

作成の過程において、教員との面接指導を経る

例が多い。他にも受け入れ先との対話や学生同

士での話し合いといった形態もみられる。こう

した学生のラーニングの評価を通して、学生の

パフォーマンスに対する評価やプログラムに対

する評価を行っている。それらは地域へのイン

パクト調査を直接の意図とするものではないも

のの、貢献活動のあり方を含む性質をもつもの

ということができる。

また活動先に対しては、学生が直接受け入れ

先と連携する国際基督教大学と千葉商科大学を

除き、活動の節目に教職員が学生の活動状況や

プログラムの有効性等を調査するためのアン

ケートを実施したり、情報交換会等意見交換の

場を設けたりしている。

制度としてのインパクト調査はどの大学も

行っておらず、必要性に対する見解は各大学に

よって異なっていた。国際基督教大学は、学生

が貢献していないという指摘を受けるというこ

とはなく、また、受け入れ先が広範であり定型

的な調査は行っていないが、受け入れ機関との

様々なやりとりから貢献につながっているもの

と捉えている。同様に、千葉商科大学も定期

的・定型的な調査は行っていないが、実際の地

域の反応を大学が直接捉えることができる状況

にあり、学生が地域に貢献しているものと認識

している。立命館大学は、長期的・複合的な評

価が必要としつつも、個々の学生が実際に活動

するのは約半年と限られた期間であるため、そ

の学生が地域に何か影響を与えたかどうかとい

う調査は現実には難しいものと捉えている。関

西国際大学は、学生を受け入れてもらう側とし

ての立場が強いため、地域への影響を調査する

段階ではないとしている。学生の学びや成長を

受け入れ先にフィードバックすることが良好な

関係の構築に寄与している。桐蔭横浜大学は、

実習中の視察や受け入れ先との会議を通して意

見を聴くことはあり、今後は学生にフィード

バックするためのリサーチとしてインパクト調

査は必要になってくるとの立場にある。早稲田

大学は調査の必要性を感じつつも、学生が地域

に与える影響は数値化できないことが多いこと

などから、実際に調査する方法をまだ見いだせ

ていない状況である。

このように、インパクト調査については、視

察等の際に見られる学生の活躍の様子から、あ

えて調査をする必要はないととらえている大学

と、調査は必要としながらもそのための方法が

確立されていないことから調査を行うことがで

きないとする大学がある。いずれの大学も学生

の学びを中心に考えており、貢献したことが学

生の学修にとってどのように役立ったかという

ことを重視している。その学修を評価する際、

教員による評価は当然のこととして、地域や受

け入れ先からの評価も看過することができな

い。そのため、学生は活動している受け入れ先

から、アンケートや会議等によって評価を受け

ることになる。同時に学生と関わる地域や機関

も学生から何らかの影響を受けていることか

ら、結果として地域に対する影響を含む評価に

なっているものと考えられる。

SL を実施していく過程で、制度としてのイ

ンパクト調査の必要性を感じるようになった大

学も少なくない。しかしインパクト評価を定型

的に制度として行うに際しては、学生が限られ

た期間（多くの場合約半年）で本当に地域にイ

ンパクトを与えられるのか、また実際に貢献で

きる活動であることがわかってもそれを継続し

ていく保証があるのか、学生が地域に与える影

響は数値化できるのか、「地域」「受け入れ先」

と一口にいっても具体的には誰にどのような方

法で調査するのか、といったさまざまな課題が

あり、それらが実施の障壁となっている。
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５ 国外教育機関（IUPUI）の実態調査

５－１ IUPUI（インディアナ・パーデュ）大

学の概要

IUPUI（インディアナ・パーデュ大学）は

１９６９年に設立されたアーバン大学で、学生数約

３万７千人、専任教員数約２１００人の学校規模で

ある３５。アーバン大学とは地域や地域の人々へ

の貢献に特化した目的をもつ高度学術機関であ

るとされる。インディアナ州内には理系の学術

領域を主に担うパーデュ（Purdue）大学と主

に文系の学術領域を担うインディアナ大学があ

ることから、両者が連携し、IUPUI としてイ

ンディアナ州都であるインディアナポリスに

キャンパスを構えたものである。

IUPUI は２１の学術領域と２００のプログラムを

もっており、そのミッションは、インディアナ

３５ IUPUI ならびにアーバン大学に関する記述は、大学案内書、CSL センター案内、ホームページ［http : //www.

iupui.edu/about/core.html］（２０１３年１月１日最終閲覧）等から筆者がまとめたものである。

インパクト調査に関する比較

調査することに意義について
これまでにどのような方法で

調査を行ったか
今後はどのようにあるべきか

国
際
基
督
教
大
学

調査する仕組みはないが、配慮し

ている。大学としては、学生には

「貢献」を強調するが、最終的に

は学生の学びに役立つものである

かどうかに気を遣っている。

行っていない。学生に対する評価

としてスーパーバイザーに記入し

てもらうものはある。

多様な実習先を考慮した有効な調

査の形を考える必要が出てくるで

あろう。

立
命
館
大
学

学生が地域に関われるのは約半年

と限られているので、その期間で

地域に対するインパクトを調査す

ることは難しい。

年１回のアンケート。年１～２

回、学内で受け入れ団体の意見交

換をする協議会を行う。

長期的・複合的な調査が必要。そ

の際、教員だけではなく、コー

ディネータ的な存在が求められ

る。また、第三者からの調査も必

要である。

関
西
国
際
大
学

学生のラーニングの側面が強く、

インパクトを調査する段階にはな

い。

行っていない。 学生の活動が充実してきたら必要

性が出てくるかもしれない。

桐
蔭
横
浜
大
学

学生が「自分が役に立っている」

ということを感じるためにフィー

ドバックしていくことは必要だと

感じる。

実習中の視察。受け入れ先との会

議。

どのように行っていくべきか検討

したい。

千
葉
商
科
大
学

リサーチは行っていないが、実際

の地域の反応は好意的である。

GP の評価として商店街の会長か

ら評価を受けた。

授業ではなくなったため、今後大

学としてインパクト調査を行う予

定はない。

早
稲
田
大
学

制度として行っていないが、必要

だと考えている。

担当教職員が地域の方にヒアリン

グを行う。さらに、学生を含めた

反省会の内容を持ちより、全教職

員が集まる定例会議（２週間に１

度）で情報を共有する。

調査方法の工夫が必要。数値化で

きないものをどのように調査する

か、どのような層に調査をする

か、本音を引き出せるようにする

にはどうすればよいか、といった

課題をクリアする必要がある。
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州の発展に寄与することであり、大学と地域を

架橋し、学術研究や創造的活動、教授や学習、

市民としての地域への参画を通して、インディ

アナ市民の知的水準を高めることを目的として

いる。特に医療分野に力を入れており、傘下に

３つの付属病院をもっている。

５－２ IUPUI における SL

１９９３年に SL コースが開発され、同時にサー

ビスとラーニングのためのセンター（Center

for Service & Learning : CSL）が創設された。

CSL（以下センターとする）は大学を特徴付け

る重要機関の一つされ、その目的は、１．大学

と地域双方に利益をもたらす活動を提供するこ

と、２．学生の教育ならびに大学教員の研究の

機会提供と質的向上を図ること、３．地域の課

題解決への貢献、４．市民性をもった卒業生を

輩出する（大学のミッション）こととされ、各

教員が専門性等に合致した SL を組織すること

になっており、健康、教育、貧困、環境など幅

広い地域の課題に取り組んでいる３６。

センターは専任１０名を含む２６名のスタッフで

運営されており（２０１０年）、４つのオフィス

（The Office of Service Learning、The Office

of Community Service、The Office of Neigh-

borhood Partnerships、The Office of Commu-

nity Work Study）で組織され、そのうちの代

表的機関が SL 事務局（オフィス）となってい

る。SL 事務局は、SL の授業開発、実践、評価

について教員を支援することを目的としてい

る。具体的には、SL に関しての各種情報の提

供、教員への個別コンサルティング、プログラ

ム作成のサポート、必要書類作成の援助や学内

外の補助金獲得への支援、研究業績への関連付

けへのアドバイスを行ったりしている。

こうしたセンターの取り組みに対しては、こ

れまで国家レベルでの様々な表彰を受けたり、

学内学外からの補助金を獲得したりしている。

また、獲得した補助金等を元に、学生の活動に

対して多様な奨学金を提供している３７。２０１０年

度には１３８人（全教員数約２０００人）の教員が SL

を担当し、６２１１人の学生が参加し、活動規模は

年々増大している（２０００年度には１４４０人）の学

生参加。学生のラーニングの成果としては、専

門性の向上や市民的スキルの獲得、認識の枠組

みの拡大、進路選択の機会提供、キャリアアッ

プ（上級学校進学、就職等に有利）などがあげ

られている。

５－３ インパクト調査に関する調査内容

IUPUI は、その設立の趣旨として「インディ

アナ州の発展に寄与すること」を掲げており、

SL はそれを具現化するための重要な方法の一

つとして位置づけられている。このことから、

SL の地域へのインパクト調査は詳細に行われ

ている。その第一は外部機関による調査であ

る。第二はコミュニティパートナーに対して

IUPUI が定期的に行っている「コミュニティ

パートナー状況調査」である。

１）外部機関による評価

２００７－０８年の年 次 報 告 に は“In ２００７ Mi-

chael Thompson, Indiana Business Research

Center”による調査の結果が報告されている。

地域に対する経済的なインパクトは７０万ドルで

あったとの調査結果が示されている。

２）コミュニティパートナー状況調査

定期的に行われている「コミュニティパート

ナー状況調査」（資料参照）はセクション１な

らびにセクション２に分かれており、地域への

インパクトにかかわる調査が様々な角度から行

われている。

セクション１では、主に活動や連携の概要、

ならびに参加した学生や教員・スタッフのパ

フォーマンスについての質問を主な内容として

３６ ［http : //csl.iupui.edu/index.cfm］（２０１３年１月１日最終閲覧）

３７ CSL に関する記述は次の年次報告ならびに CSL センター案内書からの筆者まとめ。IUPUI Center for Service

and Learning Annual Report : 2007-2008、同２００９－２０１０
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いる。セクション２は、プログラムや参加した

学生が地域に与えた影響についての問いを主な

内容としている。セクション１、セクション２

ともに調査がコミュニティパートナーとの関係

を改善し、継続的な関係を構築するために行っ

ている旨が冒頭に示されている。

本研究に関連するセクション２を概観する

と、冒頭でセクション１と多少重複する学生の

パフォーマンス能力を問う質問（質問１）を設

定しながら、しだいに SL の活動の地域への影

響を問う内容となっている。質問２、３では、

プログラムならびに学生の活動の効果を５段階

で評価するものとなっており、ここではインパ

クトの具体的な内容ではなく、受け入れ団体に

おいて有益なものであったかどうかを包括的に

問うものとなっている。質問４では、受け入れ

団体（地域のボランティアセンターなど）に対

して、学生の取り組みが直接の受益者（活動

先）にとって有益であったかどうかを問うもの

となっている。質問５は、IUPUI が関与する

ことによって、受け入れ団体の活動の質が改善

したり、補助金等が増額されたり、新たに受け

取る機会となったかどうかを問う内容となって

いる。質問６は連携関係における互恵性を直接

問うものであり、質問７は具体的な地域におけ

る受益の内容を問うものとなっている。質問８

は連携全般の課題を問い、質問９は全体を総括

し、パートナーシップ改善のための見解を自由

に記述させるオープンな問いとなっている。

３）担当者からの聞き取り３８

サービスとラーニングの関係について

学生の学びと地域への貢献（利益）は必ずし

も一致するものではなく、時に不一致や対立を

生じるため難しい問題であるが、センターでは

その業務の目的（大学のミッション）から、学

生の学び（＝ラーニング）よりも地域への貢献

（＝サービス）に重点を置いている。それは

IUPUI の SL が大学のミッションである Civic

Engagement の一環として行われるものだから

である。

また、学生の学びと地域の利益、担当教員の

研究・教育の成果のバランスを取ることが重要

であるが、担当する教員が学生の学びや研究の

成果に対して競争的である（より重視する）こ

とから、センターはコミュニティへの貢献に

フォーカスする必要があると捉えている。

リベラルアーツや科学などを含む学部段階、

大学院学生、専門職大学院などすべての教育プ

ログラムに SL が意味をもつようにしている。

そのために幅広い目標を設定し、市民性をもっ

た卒業生を輩出することを重視している。市民

性は貢献と不可分の関係にあり、カリキュラム

上に設定した SL のプログラムとカリキュラム

と連携して行うプログラム（コミュニティサー

ビスなど）の両方が市民性育成に役立っている

と考えている。

センターはラーニングが構築されるようプロ

グラム作成に際して教員への支援を行ったり、

SL を研究業績や教育実績に結びつけられるよ

うリソースの紹介やガイダンスをしたりして、

教員にとって魅力があり、多くの教員が SL に

携わることができるような環境を整えている。

また学術面においても、IARSLCE（SL に関す

る国際学術学会）の中核として活動したり、研

究成果を積極的に公表したりするなどして、学

術面での大学間の連携、SL の理論化に取り組

んでいる。

インパクト調査について

学内資金だけではなく多くの外部資金を獲得

していることから、センターではその成果につ

いて説明責任を果たす必要がある。このため活

動の内容、資金、成果等について年次報告書を

作成し、ウエブサイトに公開するとともに、関

係者に報告するようにしている。

３８ 調査日は２０１１年８月２４日。Robert G. Bringle, PhD, DPhil（Chancellor’s Professor of Psychology and Philan-

thropic Studies, Executive Director, Center for Service and Learning）ならびに Mary. Price（Service Learning

Specialist）の２名に対応頂いた。

特集論文「アクティブ・ラーニング」 １９



IUPUI の SL が地域に与えるインパクトを金

銭に換算していることに関しては、複合的な評

価の方法の一つにすぎず、代表的な指標ではな

い。学生のアカデミックな学びや市民性への学

び、専門職としての資質に関する評価、パート

ナーであるコミュニティの組織へのインパク

ト、支援する住民へのインパクトなどを総合的

に捉えるようにしている。

課題について

SL の効果が大変に大きいために、それほど

深刻な課題はない。いくらかの予算削減があっ

たりはする。SL が何であるかについての学内

での理解を深めたり、地域とのよりよい関係を

構築したりするための努力は続けなければなら

ない。将来の主要な課題は、学生の学びに対す

る信頼できる証拠を手に入れることと、SL

コースの質的向上ならびに地域とのパートナー

シップを強化することである。

５－４ IUPUI におけるインパクト調査の考察

IUPUI のインパクト調査の第一の特徴は、

第三者評価を導入し、活動の社会的効果を時間

や金銭に換算して提示していることである。同

様の評価は SL の取り組みを全米規模で紹介す

る年次報告“Growing to Greatness -The State

of Service-learning Project”NYLC（National

Youth Leadership Council）にも見られるもの

である。米国では説明責任が重視されること

や、IUPUI が政府、民間、大学等、様々な関

係機関から資金援助を受けていることなどか

ら、外部評価や金銭等による明示的な成果等の

報告が行われている。

こうした外部評価や金銭換算は「複合的な評

価の一部」であるとのことで、外部評価とは別

にコミュニティパートナー状況調査を大学自身

による定期的な活動（毎年度）として行ってい

る。調査対象は中間支援団体（例えば地域のボ

ランティアセンター）や受け入れ団体（例えば

高齢者施設）となっている。調査はそれらの団

体へのインパクト（セクション２質問４、質問

５）を問う内容と、そこからみた直接の受益者

（例えば高齢者など）へのインパクト（同質問

２、質問３）、ならびにその両者を含んだ問い

から構成され、内容は多岐に渡っている。項目

は多いものの、選択肢も多く、記述者の負担は

それ程大きなものではないと考えられる。

こうした調査の目的は項目内容から明らかで

あり、第一に学生のパフォーマンスを問うもの

であり、第二にプログラムの有効性を吟味する

ためのものであり、第三にコミュニティへのイ

ンパクトの具体的な内容・状況を調査するもの

となっている。コミュニティパートナー状況調

査の結語に示されているようにインパクト調査

は互恵関係を構築するために行われていること

が明記されている。

調査とは別に、定期的に関係者に対してメー

ル通信によって IUPUI の取り組みに関する情

報発信が行われている点も良好な関係構築に寄

与しているものと考えられる（資料参照）。

担当者の聞き取りからは、IUPUI の SL が参

加するすべてのアクターに資する互恵関係の構

築を目指していることが示唆された。互恵関係

には担当教員も含まれており、教員が SL を担

当することの意義やベネフィットが明示され、

センターはその具現化を支援するものとされ

る。その一方で大学が行う SL がラーニングに

傾注しやすいという認識や大学のミッション

（地域貢献）から、センターではサービスの実

現を特に重視し、ラーニングとサービスのバラ

ンスをとるという立場をとっている。

このようにサービスに重きを置き、地域の

ニーズを反映したり、地域からの声をフィード

バックしたりする仕組みを多様に実施しながら

も「地域とのパートナーシップを強化する」こ

とがなお課題の一つとして挙げられている。地

域との互恵関係の構築は SL の展開において、

学生の学びの構築と同様に常に実践と検証を繰

り返していく、不断の課題であるともいうこと

ができる。
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６ 研究のまとめ

日本においては、政府機関によって SL が奨

励され、高等教育に SL が導入されるように

なっておよそ１０年が経過した。本研究の調査対

象となった６つの大学では、定型的な形でのイ

ンパクト調査は行われておらず、現在までのと

ころ学生のラーニングに重点が置かれている。

地域から評価を受けるに際しても、学生の取り

組みに対する評価を主な目的や内容としてる。

一方で SL の導入から一定程度の年数を経て

いることもあり、インパクト調査の重要性の認

識はほぼ共通である。その主な理由は、受け入

れ先との良好な関係の構築とその維持にある。

そこで各大学とも学生の貢献状況を学生のラー

ニングやパフォーマンスの評価を通して確認し

たり、地域との良好な関係を構築するための取

り組み（関西国際大学における交流会など）を

行ったりしている。インパクト調査の重要性が

認識されながらそれが実施されない理由として

調査の難しさが指摘された。具体的には、１．

一定年限の活動で捉えることの困難や長期的な

調査の必要、２．第三者評価の必要、３．調査

対象（地域の受け入れ先）の負担、４．広範な

調査対象の存在などが挙げられた。

米国高等教育の SL を代表する機関の一つで

ある IUPUI では、SL を行うために学内外から

多様な形で資金提供を受けていることや地域貢

献という大学のミッション遂行といった理由か

ら、インパクト調査は必然のものと捉えてい

る。

日本の SL では、学生は地域に貢献している

という意識によって、地域は学生を受け入れて

いる（教育に貢献している）という意識によっ

て、互恵関係を保っているものと考えられる。

SL によって学生が他者に貢献することを学

び、地域も学生に対する貢献をすることで互恵

関係を築き、相互価値を創造していていくこと

は、現代社会が抱えるコミュニティの関係の希

薄化という問題の改善につながるものとなりう

るものである。大学が地域再生の核としての機

能を強化する構想（前述「大学改革実行プラ

ン」２０１２年）が打ち出されていることもあり、

今後コミュニティに対するインパクト調査はよ

り重要な課題となるものと考えられる。そのた

めにも、互恵関係を築くという場合、お互いに

とって何が「貢献」であり「利益」となるのか

というのを、コミュニティインパクトの調査を

通して再考する必要があるのではないだろう

か。

本研究では日本において活用可能なインパク

ト調査の具体的なあり方を示すまでには至らな

かった。地域や受け入れ先がどのような評価や

調査、フィードバックを求めているのか、それ

らへの調査分析ならびに本研究成果を踏まえ、

送り手と受け入れ先の相互に資するインパクト

調査の内容と方法を提案することが今後の課題

である。

＊本研究は「社会奉仕体験活動の展開における

ステークホルダーへの説明責任に関する実用的

研究」基盤研究（C）（一般）（H２２～H２４）課

題番号２２５３１０３３/研究代表宮崎猛における成果

IUPUI のインパクト調査に関するまとめ

調査することに意義について
これまでにどのような方法で

調査を行ったか
今後はどのようにあるべきか

Ｉ
Ｕ
Ｐ
Ｕ
Ｉ

地域への貢献が大学のミッション

であり、SL のもっとも重要な要

素と捉えている。したがってそれ

を評価することは当然である。説

明責任の観点からも重要である。

外部評価と大学が行う評価（コ

ミュニティパートナー状況調査）

が実施されている。

調査のあり方については特に言及

なし。SL コースの質的向上なら

びに地域とのパートナーシップを

強化することが課題である。
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の一部である。

＊本研究では国内外７つの大学の関係各位１７名

の方々ならびに関係諸機関に大変にお世話にな

りました。ご協力いただいた皆さまに心より感

謝申し上げます。

２２



資料）IUPUI サービス・ラーニングセンター ２０１１年度コミュニティパートナー状況調査

（筆者訳出まとめ）
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